
平成 31 年度大分市社会福祉協議会事業計画 

１ 基本方針 

近年、急速に少子高齢化が進み、人口減少社会が到来する中、地域においては、お互

いに支え合い、助け合う力が弱まり、住民の社会的孤立化をはじめ、障がい者や認知症

高齢者、生活困窮者への支援など様々な地域課題が生じてきております。 

こうした社会情勢を背景に、国は、「ニッポン一億総活躍プラン」において、地域で

のつながりや支え合いを再構築し、地域住民の主体的な活動と福祉などの公的サービス

との協働によって、全ての人々が地域、暮らし、生きがいを共に創り、高め合うことが

できる「地域共生社会」の実現を掲げ、平成 29 年に、社会福祉法をはじめ介護保険法

や障害者総合支援法などの関係法令の改正を行ってきたところです。 

大分市社会福祉協議会（以下「本会」という。）は、地域福祉を推進する中核的団体

として、これまでも、住民の暮らしを守る個別支援とつながりや支え合いを育てる地域

支援の両面から、地域福祉の充実を図る様々な活動を続けてきましたが、国の地域福祉

に係る取組が大きく変動するとともに、地域が抱える福祉のニーズや課題がさらに複雑

化・多様化する中、本会の果たすべき役割と本会に対する地域や住民の期待は、ますま

す大きくなっていくものと考えます。 

本会では、こうした福祉のニーズや課題に対応するため、平成 25 年度に大分市と一

体的に「第 3期大分市地域福祉計画・第 4次地域福祉活動計画～みんなが主役のささえ

あいプラン～｣を策定し、これをもとに双方の支援・連携体制を強化しながら、地域福

祉を推進してまいりました。この計画期間が平成 30 年度までであったことから、本計

画の取組を継承するとともに、地域福祉の新たな概念として国が提唱する「地域共生社

会の実現」に資する取組を進めていくため、大分市とともに本会との一体的な計画とし

て、平成 31 年度から 5年間を計画期間とした「第 4期大分市地域福祉計画・第 5次地

域福祉活動計画～みんなが主役の支え合いプラン～」を策定いたしました。 

平成 31 年度は、本計画に掲げる４つの基本目標、(1)地域のつながりをつくる、(2)

地域で支え合う体制をつくる、(3)地域課題を解決できる体制をつくる、(4)安全・安心

をつくる に沿って、前計画の評価も踏まえながら、新計画に掲げられた事業の着実な

推進に努めてまいります。 

また、介護保険事業については、本会が有する責務と当該事業の採算性とのバランス

を考慮し、状況に応じた効率的な経営判断のもと、利用者の立場に立った質の高いサー

ビスを提供するとともに、地域の福祉サービス水準の向上を図ってまいります。 

さらに、こうした様々な事業を展開していくためにも、本会全体に係る安定した財政

基盤づくりや、刻々と変化する福祉ニーズに対応した柔軟な組織体制の確立及び人材の

育成について検討してまいります。 

平成 31 年度、本会は、こうした基本方針のもと、「支え合って 共に生きる みんな

が主役のまちづくり」の実現に向け取り組んでまいります。 



 

２ 事業展開の方針 

平成 31 年度は、「第 4期大分市地域福祉計画・第 5次地域福祉活動計画～みんな

が主役の支え合いプラン～」の基本目標である(1)地域のつながりをつくる、(2)

地域で支え合う体制をつくる、(3)地域課題を解決できる体制をつくる、(4)安全・

安心をつくる の 4つの項目のほか、(5)に介護保険事業の経営安定化及び(6)の法

人運営の基盤整備と強化を加えた 6つの項目について、次のように取り組んでまい

ります。 

 

（１）地域のつながりをつくる 

住民一人ひとりの人権意識を高め、地域での交流を促し相互理解を深めると

ともに、地域づくりを我が事として捉え、支え合いや助け合いの理解を広める

取組を進めます。また、誰もが気軽に交流できる場づくりの促進や地域情報が

多くの人に届くよう、積極的な発信の仕組みづくりに取り組みます。 

ア 福祉副読本及び福祉学習の手引きの配布 

イ 車いすや盲導犬体験などの福祉学習講座の実施 

ウ 地域住民の交流の場となるふれあい・いきいきサロン 

 

（２）地域で支え合う体制をつくる 

地域福祉の担い手を発掘・養成するとともに、活動しやすい環境づくりに取

り組み、住民が主体的に地域課題を把握して解決を試みる体制づくりを支援し

ます。 

ア 福祉協力員（仮称）の配置・支援に係る検討 

イ 地域福祉推進委員の養成 

   ウ （新規）地域福祉活動ボランティア支援事業 

 エ ふれあい活動を通じた地域福祉推進事業 

   オ 校（地）区社協活動の充実 

 

 （３）地域課題を解決できる体制をつくる 

地域住民が様々な生活課題に直面した時に、気軽に相談できる総合的な相談

窓口としての機能の充実、強化に取り組むとともに、行政、地域などの関係機

関との連携強化に取り組みます。 

 ア 生活困窮者自立相談支援事業の充実強化 

 イ 障害者相談支援事業の充実強化 

  

（４）安全・安心をつくる 

大規模な災害発生時に地域、社協、ボランティア、行政、関係機関等が連携

して迅速かつ的確な救援活動に取り組むためには、平時から地域や行政との連



 

絡体制の整備などが極めて重要となります。 

そのため、災害時を想定した地域や行政との緊密な連携、災害ボランティア

センター運営スタッフ等の養成、災害に強いまちづくりへの取組を強化します。 

また認知症高齢者や知的障がい者等で判断能力が十分でない方の権利や財

産をまもり、安全・安心に暮らせるよう、権利擁護事業の更なる強化に取り組

みます。 

 ア 災害ボランティアセンター運営体制の整備 

  イ 大分市成年後見センター事業の推進 

 

（５）介護保険事業の経営安定化 

本会の介護保険事業は、度重なる介護報酬の引き下げ等の影響で厳しい経営

環境にありますが、利用者増に取り組むとともに、組織のスリム化等による経

費節減を主体とした経営改善に努めてきました。 

平成 31 年度は、介護保険制度の動向も注視しながら、引き続き徹底した事

業のスクラップアンドビルド及び利用者の確保に努め、更なる増収策に取り組

みます。 

今後、リスクマネジメントには最大限留意しながら、利用者のニーズに的確

かつ効果的に対応するとともに、サービス提供を通して地域福祉の向上に貢献

していきます。 

 ア 老人デイサービスセンターさざんかの利用者増への取組 

イ 相談支援事業所さざんかの特定事業所加算取得への取組 

   

（６）法人運営の基盤整備と強化 

国の我が事・丸ごと地域共生社会の実現に向けた取組において、地域福祉の

推進を使命とした本会の役割は、ますます重要となってまいります。今後も本

会の事業規模は拡大傾向にあることから、法人の管理・運営に当たっては、安

定した財政基盤の確保を含め事業全体を総合的にマネジメントする法人管理、

運営部門の強化が必要です。 

そのため、法人の人事、組織、財務、人材育成等に関して不断の見直しを行

いながら、効果的、安定的な法人運営が可能となるよう財政基盤、組織基盤の

整備に取り組みます。 

 ア 自主財源の確保 

イ 効率的な人材育成に基づく人事管理 

 



３ 各部署の重点事項 

(1) 総務課 

 重点事項 具体的な取組 予算 

ア 自主財源の確保 (1)会員会費の確保 
(2)寄附金の確保  

一般会費 16,841 千円 

賛助会費  1,731 千円 

特別会費   860 千円 

香典返し 10,110 千円 

篤志寄附  1,590 千円 

イ 職員の資質向上に向

けた取組 

(1)職員研修の強化 
(2)資格取得等の奨励   863 千円 

 

 

(2) 地域福祉課 

 重点事項 具体的な取組 予算 

ア 校（地）区社協活動の

支援 

(1)小地域福祉ネットワーク活動（ふれあい

活動）の推進 

(2)地域福祉推進委員の育成・支援 

5,334 千円 

イ ふれあい活動を通じ

た地域福祉推進事業 

(1)地域福祉活動計画の策定に新たに取り組

む校（地）区社協への支援（実態調査・話し

合い） 
(2)校（地）区社協福祉活動計画策定済校区に

おける進行管理支援 

10,379 千円 

ウ 災害時支援活動整備

事業（大分市地域防災

計画の推進） 

(1)災害ボランティアに関する事前整備計画

の推進（災害ボランティアの育成と登録の

拡充） 

(2)ボランティアとの連携に関する計画の推

進（災害ボランティアセンターの運営準備） 

1,179 千円 

エ 新たな地域福祉の担

い手の発掘・育成 

(1) 福祉協力員（仮称）の配置・支援 
(2) （新規）地域福祉活動ボランティア支援

事業 
157 千円 



(3) 生活支援課 

 重点事項 具体的な取組 予算 

ア 自立相談支援事業の充

実強化 

(1)関係専門機関等と連携した困りごとをキ

ャッチしやすい体制づくりを推進し、相談

並びにプラン作成による支援強化 

(2)認定就労訓練事業者の開拓を引き続き行

うとともに、大分市など関係機関との連携

強化 

39,585 千円 

イ 大分市成年後見センタ

ー事業の推進 

(1)成年後見制度に関する相談支援の充実 

(2)成年後見制度に関する普及啓発の強化 

(3)市民後見人等の養成 

18,728 千円 

ウ 障害者相談支援事業の

充実強化 

 大分市障がい者相談支援センターさざん

かを、相談・緊急時受入の支援拠点とすると

ともに、他の事業所と協働し事例検討会を

開催するなど相談支援事業の強化を図る。 

25,300 千円 

エ 地域包括支援センター

事業運営の充実・強化 

市の受託事業を着実に実施するととも

に、地域包括ケアシステム構築に向け、地域

ケア会議を拡充し、地域包括支援センター

機能の充実を図る。 

城東 20,191 千円 

佐賀関 19,983 千円 

 

 

（4） 在宅福祉サービス課 

 重点事項 具体的な取組 予算 

ア 通所介護事業所の経

営強化 

(1)利用ニーズ発掘に向けた取組 

(2)介護予防・日常生活支援総合事業の受入体

制の整備 

予算措置無し 

イ 計画相談支援事業所

の特定事業所加算の

取得 

相談支援事業所さざんか駅南での、より充

実した相談支援体制の強化に向け、特定事業

所加算Ⅳの取得 

収入 630 千円 

ウ 自立生活支援有料ホ

ームヘルプサービス

事業の料金改定 

 介護報酬改定や介護保険法改正を踏まえ

た、適正な料金設定のため、利用料金の改定 予算措置無し 

 


